
令和４年度 移動サービス事例報告会
行政説明

静岡県 健康福祉部 福祉長寿政策課
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移動支援
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高齢に伴う身体機能の低下に加え、中山間地におけるバス路線の廃止や、
運転免許を返納する高齢者の増加などにより、近年は高齢者の移動支援
に対するニーズが高まっている。

・ 高齢者の外出の頻度は、年齢が高くなるほど減少する傾向にある
出典：静岡県「高齢者の生活と意識に関する調査」(2019年度）



参考：第９次静岡県長寿社会保健福祉計画
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【現状と課題】
○県では、市町と連携し、住民主体の移動サービスの充実に取り組んでおり、2020（令
和２）年現在、道路運送法における許可または登録が不要な移動サービスが21市
町で行われています。

○しかしながら、住民主体の移動サービスは、道路運送法等をはじめ、関連する各
種制度の理解が必要ですが、制度が複雑なため、更なる理解の促進が必要です。

○また、高齢になっても働き続ける人が増えていることなどから、担い手となる運転ボラン
ティアの確保が課題となっています。

【施策の方向性】 住民主体の移動サービスの充実
○市町における住民の移動支援ニーズの把握やニーズとサービスのマッチングを促進するとと
もに、単独ではサービス創出が困難な市町に対しては、伴走型支援を行います。

○住民に対し移動支援の意識醸成を図るとともに、市町における運転ボランティア等の担
い手育成を支援します。

数値目標 現状値(2019年度) 目標値(2023年度)

住民主体の移動支援を
実施している市町数

21市町 全市町



具体的な取組① 取組状況の把握
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１ 県独自調査
例年４月頃に、各市町の住民主体の移動支援の実施状況、団体情報等に

ついて調査し、市町にフィードバックしている。

２ 市町ヒアリング
例年６月頃に実施する市町ヒアリングにおいて、移動サービスの創出・運営継

続に関する課題等の聞き取りや、他市町の取組の情報提供を行っている。



市町の取組状況
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区分 デマンド運行

(ﾊﾞｽ・ﾀｸｼｰ)

交通空白地有償運送 福祉有償運送

市町主体 NPO等主体 市町主体 NPO等主体

市町数 20 11 ３ ２ 22

団体数 74 35 8 3 51

◎道路運送法における許可は又は登録が必要な外出支援の取組

◎道路運送法における許可は又は登録が不要な外出支援の取組

（令和４年４月 福祉長寿政策課調査）

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等による外出支援

うち、総合事業 訪問型サービスＤ

26市町 ５市町



市町の取組状況
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◎道路運送法における許可は又は登録が不要な外出支援の取組
（実施団体の内訳）

（令和４年４月 福祉長寿政策課調査）

区分 市町 社協 自治会
社会福祉
法人 NPO

総合事業
サービスD

市町数 7 9 13 6 3 5

団体数 11 25 25 10 4 5



具体的な取組② 移動サービス創出に係る普及事例集
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令和２年３月、県では県内各地で移動サービスが創出されるよう、移動サービス創出プロセスや、

県内外の先進事例、関連制度等をまとめた事例集を発行し県ホームページで公開



具体的な取組③ 移動サービス後方支援体制整備事業
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移動サービスの立ち上げや継続に当たって、地域の困り事や課題、トラブル等に対応する相談体

制を構築するため、総合相談窓口の設置及びアドバイザー派遣、事例報告会等を実施

（全国移動サービスネットワークに委託）

〇移動サービスの利用者負担金の設定方法
〇車両の維持費、保険費用負担方法
〇住民向けセミナー等の開催方法

相談窓口 (46件) 

○住民向けセミナー等の企画に対する助言、講演
〇実証実験や移動サービス立ち上げに向けた関係者
会議での助言

アドバイザー派遣 (21件) 



具体的な取組④ 壮年熟期が活躍するいきいき長寿社会づくり事業
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※青色表示は
令和3年度実
施市町

県と市町が
連携して実施

「ふじのくに型人生区分」における壮年熟期（66～76歳）の方を対象に、継続的な社会参加活動につなげ

るための知識や技能の習得を目的として、県と市町が連携し、生活支援の担い手等として活躍するためのノウハ

ウを学ぶ「講習・体験会」で実施。 【R3実績 17市町、R4計画 10市町】

R3実施内容 市町数

移動サービス 12市町

生活支援 ２市町

居場所づくり １町

意識醸成 １市

ＩＣＴ活用 １町



●令和4年度から共生型の居場所が立ち上げる予定なので、
通所Bを立ち上げ、訪問Dと合わせた実施が出来るよう整
備を進めていく。

●住民主体の活動で2自治会（大室自治会、かどの台自
治会）が立ち上げるため、引続き、相談窓口として支援
を行っていく。

●移動支援だけでなく、民間事業所に移動販売の呼びかけ
も行っていく。

●以前より、山間部別荘地区の住民から、免許返納後の足がなく不便との声
が上がっていたが、他課で実態調査等行っていたため、状況把握にとどまって
いた。（他地区でも同様の声があった）

●令和2年度、壮年熟期事業に参加。移動支援セミナーを企画するもコロナ
の影響により１回目の実施のみで２回目以降は３年度へ延期となった。

●モデル事業を周知することで、地域住民への意識づけや住民主体実施への
横展開を図りたい。

伊東市の取組

●6/16移動支援セミナー２回目
受講者 ３９名
内容 1回目の振返り＆事故への備え・対応など
（全国移動サービスネットワーク 河崎 様）

●6/21 移動支援セミナー３回目
受講者 ３７名
内容 ２回目の振返り＆運転ボランティア養成研修の案内
（高齢者福祉課 塚本、第１層生活支援コーディネーター八木澤）

●9/22、9/24熱海自動車学校で運転ボランティア養成研修を実施
受講者 34名

●12/1～実証実験開始
中央圏域 12月１日、１月５日に実施
ボランティア８人 利用者４人 （延べ数）
内容：運転ボランティアが自宅から居場所への無償送迎

今後の展開

参考 県HP公開資料

（成果）
●セミナー及びボランティア養成講座で延べ113名の参加
となり、意欲のある市民の発掘、育成ができた。

●実証実験を行った結果、運転ボランティア、見守りボラン
ティア、利用者の皆が満足する活動となり、本格運行に向
けた土台作りができた。

●セミナーの周知や車両貸し出し許可、居場所の開催場所
提供など民間事業所と連携して行うことができた。

（課題）
●各圏域に広めていきたい。
●個人の車両で運行してもらえるよう促していく。

成果や課題
背 景

令和３年度活動の概要

福祉有償運送講習ではなく、
自動車学校のカリキュラムで実施

移動支援
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1

市町の移動サービス創出支援を通じた
課題と対応

静岡県事業 令和4年度 移動サービス事例報告会 2023.2.15

NPO法人 全国移動サービスネットワーク 副理事長 河崎民子
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令和４年度事業の
報告＆振り返り



移動支
援セミ
ナー開催
と内容

運転ボラン
ティア養成
講座の開催

関係者会
議の開催

先進事例の
紹介や制度
改正など

担い手
の確保

事業計画の
検討・確認

運営費や利
用者負担の
設計

実施要綱や
利用者規
約の点検な
ど

利用者負
担の設定

道路運送
法の解釈

移動困難
者向けの
サービスの
状況 計

住民や住民
団体から

1 1 1 1 1 1 1 1 1 ９

市町やSC等
から

6 1 1 2 2 3 2 2 19

計 6 1 2 2 2 3 4 3 1 3 1 28

１ 電話相談＆メール相談 (令和４年度)

相談件数の合計は28件
（令和４年4月26日～５年1月31日）
令和２年度41件、３年度45件。減少したのは市町
や社協、SC等からの相談
住民や団体 からの相談は増えてきた
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移動支援セミ
ナー開催と内
容

運転ボラン
ティア養成講
座の開催

関係者会議
の開催

先進事例の
紹介や制度改
正など

担い手の確保 移動サービス
専用保険

運営費や利用
者負担の設
計

実施要綱や利
用者規約の
点検など

住民や住民団
体から

1 1 3 1

市町やSC等
から

10 7 3 5 2 2 10 1

令和
３年
度

・相談は、創出支援を目的として市町やSCだったのが、その支
援によって、活動を始めた団体（始めることに決めた団体)へと
変化してきている
・ 意識のある住民が、市町やSCを通じて、全国移動ネットとつ
ながり、活動が生まれるという流れができてきたと感じる



派遣件数（日にち） 回数

東伊豆町 5/6（打合せ） 6/14 2

磐田市 6/16（打合せ） 7/2 2

南伊豆町 7/19 1

御前崎市 7/27 10/5 2

吉田町 8/26 1

伊豆市 9/6 1

伊豆市 (NPO法人) 9/6 1

下田市 9/29（打合せ） 10/26（打合せ） 10/28 3

熱海市 9/30 10/12 10/14 3

沼津市 12/15（打合せ） 1/13 2

森町 12/16 1

静岡市 12/16（打合せ） 1/18 2

鈴鹿市 1/17（事例報告会打合せ） 1

合計 22 4

２ アドバイザー派遣 (令和4年度)
・アドバイザー派遣件数は22回、のべ29人（令和４年５月～５年1月31日）、昨年度は45回
・感染拡大を踏まえ、うち12回はオンラインによる派遣



■ なぜ 移動支援＆なぜ 地域づくりなのか

■ 【事例】町田市の協働 見取り図

■ 法制度について（登録が必要な運送 登録が不要な運送）

■ 事故について 事故と保険
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【お話しする内容（少し おさらい）】



80代90代 高齢者の 免許返納問題

代替手段
が必要
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97歳の男性による福島5人
死傷事故 2022.11.19 

生活に必要な移動・外出を
100％車＆運転に頼っている
人に免許返納を迫って０にす
るのはなかなか難しい
過疎地の事例：軽トラに乗っ
て畑に行き、畑仕事をするのが
生きがいという人もいる

・例えば、買い物は互助型の
移動支援を利用できるようにす
るなど、運転する回数を徐々に
減らすのが現実的ではないか



白い部分は山林や
田畑など

出典：農林水産政策研究所
平成27年（2015年）国勢調査に基づく推計結果

店舗まで500m以上かつ自動車利用困
難な(65歳以上または75歳以上)高齢
者を指す。店舗は、食肉、鮮魚、野菜・
果実小売業、百貨店、総合スーパー、
食料品スーパー、コンビニエンスストアが
含まれる

食料品アクセス困難 75歳以上
の割合 静岡県 メッシュ図

食料品アクセス困難人口
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買物環境の悪化の影響として、
①高齢者の外出頻度の低下による生きがい
の喪失
②商店までの距離が遠くなることによる高齢者
等の転倒・事故リスクの増大
③食品摂取の多様性が低下することによる低
栄養化及びこれによる医療費や介護費の増
加の可能性がある



国庫負担金

（調整交付金）

国庫負担金

（定率分）

都道府県負担金

市町村負担金

第1号保険料

（65歳以上）

第2号保険料

（40～64歳）

介護保険の財源構成と規模

保険料1/2 税金1/2

介護給付と保険料の推移

高齢人口の増加とともに要介護認定者も増え 給付費は当初の3倍、保険料も2倍に

厚生労働省老健局 資料から

2021年改定(第8期) 65歳以上の保険料 基準月額 全国平均 月6,014円

要介護者等への給付：年
1人平均160～210万円

（市町村で異なる）

介護予防の取組みが急務
(税＆保険料は限界に近い)
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外出と交流は健康と深くかかわっている
日本老年学的評価研究機構の調査から
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全国各地から寄せられる移動・外出に関する声

障害がある
人が困ってい
る。ひとりで
友人宅や買
物に行けな

い
家族の支援
がない障害
者は社会参
加が難しい車いすの人

はバスの乗
降がしづら

い。介護タク
シーは高い

車いすの人
は、外出し
たいときに出
かけられない

福祉有償運送団体などを紹介

買物が大
変になって
きた。でも

自分で選び
たい

体操クラブ
や居場所に
行きたい。で
も行く手段

がない

買物帰りの
坂道がきつ
い。ちょっと
の段差で転

んだ

通院や墓
参りなど、

個人での移
動に困って

いる

コロナ自粛
中に足腰が
すっかり弱っ
てしまった

支え合いの仕組みづくりが必要

いつもは家
族の車で出
かける。でも
本当は馴染
みの人と出
かけたい

外出だけで
なく、草抜
きや電球交
換など他に
も困ってい
ることがある

乗りあうタイプの外出支援 生活支援と一体的な支援
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厚生労働省の方針・提案 支え合いの地域づくり

出
典

厚
生
労
働
省11



■ なぜ 移動支援＆なぜ 地域づくりなのか

■ 【事例】町田市の協働 見取り図

■ 法制度について（登録が必要な運送 登録が不要な運送）

■ 事故について 事故と保険
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東京都町田市

町田市

神奈川県
相模原市

八王子市 多摩市

東京には違いないが、神奈川中央交通のバスが走って
いるように ほとんど神奈川県のような街

・食料品アクセス困難度は、かなり高い
・高齢者の外出支援が課題
・「福祉と交通の連携」も重要だが、住民＆SC（生活支援コー
ディネーター・地域支え合い推進員）や地域包括支援センター＆
行政（福祉部分）で ここまでできるというモデル
・上記の関係がとてもフラット
・フットワークもよい
・アセットが 上手くいかされている

食料品アクセス困難 75歳以上の割合
町田市 メッシュ図
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町田市 移動を含む支え合いの地域づくり（住民＆SC生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ＆市）１

2017年 2018年 2019年

住民や自治会等 第1層協議体で
高齢者の移動支
援が課題となり、サ
ロン送迎を行って
いる (福)一廣会
かないばら苑と運
転ボランティア
CAP片平を視察

【3月】「鞍掛台買
物・外出支援プロ
ジェクト」発足（鞍
掛台自治会:防災見
守り委員会＆法人
４社＆南第3高齢
者支援センター）

【1月】「成瀬お助けたい」が日常生
活支援を開始
【3月】★鞍掛台「くらちゃん号」試
行運行→【10月】本格運行/毎週
(木)6便
【4月】★本橋・坂下地区が法人と
連携して買物支援を開始 (水)
【10月】★鶴川地区社協＆法人が
外出支援事業を開始「つるかわ
CAP」

高齢者支援セン
ター（SC)

移動支援分会
発足

社会福祉協議会

高齢者福祉課

事業所に対して「地域支え合い型移
動支援に協力可能な車両・運転手
に関する調査」1回目実施

補助金等

市政50周年「まちだ〇ごと大作戦事業」 【4月】生活支援団体による生活支
援事業補助金交付要綱～2022
年3月末
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【経過】 2008年ごろ地区社協のセミナーで、「昼間は空いているデイサービスの車を地域に活用してほしい」と
参加者から言われたのがきっかけ。実現のための勉強や検討をはじめた。2年後の2010年12月にスタート。
実践を積み重ね、あさおサロン送迎等推進会議で参加法人を拡げた。柿生アルナ園など4特養が参画

【実施体制】 ・あさお運転ボランティアCAP片平を組織化（現在10人)。大臣認定運転者講習
の受講を経て、施設の安全運転管理者が実施するテストに合格することが条件
・施設は車両提供＆保険整備 ・乗る人の調整はサロン側 ●サロン送迎ガイドラインあり

【実施主体】 「人とサロンをつなぐ移送推進協議会」 任意団体 会長:CAPの奥山潔氏、
副会長:かないばら苑の依田明子苑長、事務局:麻生区社協

【送迎中のサロン】 ・片平おしゃべり会(片平) ・サロン ド それいゆ(麻生区全域）
・ももとせの会(上麻生)* ・わかな会(区全域:障がい者)

・岡の上カフェ(岡上) ・いきいきサロン(白鳥栗平)  *柿生アルナ園担当

【利用者】 実利用者46人（開始から2019年3月まで延2,000人が利用）
無料（感謝の寄付がたまり、運転ボランティアのベストと帽子をつくった）●利用者規約あり

【保険等】 ・自動車保険の補償（走行中、車両内、乗降時）⇒施設の事業として
・施設賠償責任保険（怪我、物損）⇒対象者を施設職員＆ボランティアとする
つまり デイサービス事業と同等の補償で可能 ●定款の変更不要

【乗りあって】 神奈川県川崎市麻生区 一廣会 かないばら苑＆運転ボランティアCAP片平

形態:サロン送迎 車両:社会福祉法人 運転＆付添:ボランティア 許可・登録不要

＜社会福祉法人の責務となった公益的な取組のモデルとなった事例＞

互助
活動

15

年間約60回



東京都町田市の調査（鑑）

「地域支え合い型移動支援に協力可能

な車両・運転手に関する調査」のお願い

日頃より町田市政にご協力いただき、ありがとうございます。

町田市では、地域の課題把握と解決に向けた取り組みを

地域住民や関係団体とすすめております。2018年度に

は、移動（買い物・通院等）に関する課題の解決に取り

組むため、介護や障がい関連の事業所の皆様を対象に、

保有する車両や運転人員についての調査を実施し、実

際に事業所の車両を活用した移動支援が可能となった

地域もありました。

このたび、取り組みを更に推進するため、再調査を実施い

たします。お忙しいところ大変恐縮ですが、ご協力をお願

い致します。

ご不明な点等ありましたら、担当までお問合せください。

記

【提出期限】２０２０年４月１７日（金）

別紙調査票を、電子メールかＦＡＸにてご返送ください。

【調査対象事業所】

①介護関連分野：町田市に住所がある通所介護事業所・特別養

護老人ホーム

②障がい関連分野：町田市に住所がある生活介護・就労継続支

援（Ｂ型）事業所

○町田市では、社会福祉協議会や高齢者支援センターと共に、住

民・ＮＰＯ・企業等の多様な主体と協力して、地域の支え合いの体

制づくりを推進しております。

○ご回答頂いた調査結果は、町田市高齢者福祉課及び社会福祉

協議会・高齢者支援センターで、地域の支え合い体制の推進に活用

いたします。

○希望される事業者を対象に、事業の概要や、町田市での移動支援

の事例をご紹介する説明会を実施する予定です。日時・会場等につい

ては別途ご案内いたします。 町田市高齢者福祉課

16
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「地域支え合い型移動支援」に協力可能な車両・運転手に関する調査票 記載日 年 月 日

貴事業所が保有する車両（普通車、福祉車両等）と運転人員について、地域からニーズがあった場合に提供が可能かについて教えてください

事業所について

事業所名 所在地 町田市＊＊＊

担当者名
連絡先（電話）

（メール）

車両について

地域活動に提供いただける
可能性について

有 ・ 無 ・ 不明 理由・コメント等

*提供可能な
場合

提供いただける車両
（乗車定員10人以下車両） 台
（乗車定員11人以上車両） 台

運転手について

地域活動に提供いただける
可能性について

有 ・ 無 ・ 不明 理由・コメント等

*提供可能な
場合

提供いただける人員 人（ 時間/週 回/週）

事務局使用欄 堺１ ・ 堺２ ・ 忠 １ ・ 忠２ ・ 鶴１ ・ 鶴２ ・ 町１ ・ 町２ ・ 町３ ・ 南１ ・ 南２ ・ 南３

【宛先】高齢者福祉課 介護予防係

「地域支え合い型移動支援」に関する説明会に
ついてご案内を希望しますか。

はい ・ いいえ
Fax:＊＊＊

Mail：＊＊＊＠＊＊

【受付】2020年４月17日(金)まで
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町田市を真似て調査を実施した人口 75,000人自治体の結果



町田市 移動を含む支え合いの地域づくり（住民＆SC生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ＆市）２

2020年

住民や自治会等

第1層協
議体が秦
野市地域
支え合い
型認定ド
ライバー養
成研修を
視察

【4月】★「くらちゃん号」(火)(金)各5便に拡大
【12月】「成瀬お助けたい」がドライバー養成研修情報をもと
に移動支援の検討を開始 → 【2022.1月】★試行を経て
「成瀬お助けたい」が生活支援に移動支援を追加実施

高齢者支援セン
ター（SC)

【10月】SC対象に互助型の
移動支援研修を実施

社会福祉協議会

【11月】地域支えあい型ドラ
イバー養成研修開始(市全
域）高齢者福祉課

【3月】事業所対象
「協力可能な車両・
運転手に関する調
査」2回目実施【9月】
事業者説明会開催

補助金等
【4月】まちだ互近助クラブ補助金交付要綱～2023年3月末

19
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2016年度から開始（毎年２回：30人定員／受講者無料）
認定講習実施機関に委託して実施

・大臣認定講習（講義＆実習）に追加して 地域公共交通や
地域支え合いをテーマとした事例紹介、グループワークなどのカリ
キュラムを実施 ➡ 地域課題への気づき

【周知方法】

①市広報、ホームページに掲載

②公共施設にチラシを配架

③介護保険料決定通知書に(他の講座を含め)チラシを同封

④65歳到達者へ送付する介護保険証にも同様なチラシを同封

互助活動(許可・登録不要)のドライバーに運転者講習は義務づけられていないが・・

福祉有償運送の大臣認定運転者講習を実施 「担い手」発掘の場に

修了者の動向
最終日に配付する「ドライバー募集事業所一覧」から、修
了者自身が事業所へ連絡

・ 福祉有償運送やデイサービスのドライバー
・ 地域のボランティア（修了者たちで立ちあげた事例も）

他市では1万
円以上するの
に、無料で資
格が得られて

嬉しいな

当時の担当課長談：担い
手育成は「テマヒマかかる」

のが当たり前

秦野市 地域支え合い型認定ドライバー養成研修

・介護保険特別会計の生活支援体制整備事業費

(市町村負担12.5％)や保険者機能強化推進交付

金等(ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ交付金 国負担100％)で実施可能

・県が支援する場合は 地域医療介護総合確保基金

(負担：国2/3 県1/3) や保険者機能強化推進交

付金等で実施
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鞍掛台「くらちゃん号」 巡回型（東京都町田市）

【経過】 鞍掛台地区（330世帯）は高齢者が多い住宅地。坂道の多い地形。閉じこもる高齢者
も多く、町田市南第三高齢者支援センターや自治会の「防災見守り委員会」、福祉事業所をメンバー
に 「鞍掛台買物・外出支援プロジェクト」発足（まちだ〇ごと大作戦事業にエントリー）2018年5月。
３事業所により2019年3月から試行運行開始。10月から本格運行

 主体となる事業所 (社福)正吉福祉会まちだ正吉苑、
(社福)みどり福祉会高ケ坂ひかり苑、
(社福)地の星ベロニカ苑、(株)結の心くらかけ庵

 毎週(木)11:00～14:00 6便でスタート 現在(火)(金)
10:30～12:30 5便 ●利用者＜無料＞誰でも乗車可

●成瀬コミニュティセンターを拠点に地区内４ヶ所で乗降
降車場所の最寄りバス停からＪＲ成瀬駅にも

 ３法人が車両＆運転手＆保険＆燃料代等を負担
週１回１時間なので負担にならない（法人側の談）

★覚書、協定書、利用規約

地域の絵本作家が無
償でデザイン

ホームセンター
でパーツを購入
して作製した
手づくりバス停

運行時間以外は
バス停を管理する
家が倉庫等に保

管委員会はアンケートを常時実施して、絶
えず合意を拡げ、ニーズを把握

形態:乗合い(地域内からバス停) 車両＆運転:社会福祉法人 運行主体:自治会 許可・登録不要

互助
活動



経過 ・2019年1月から 高齢者や障害者などへの日常生活支援サービスを始めた
・2020年 町田市地域支え合い型ドライバー養成研修を受講したメンバーの1人が ニーズの高かっ
た車による支援の仕組みを知り、講師を呼んで会で学習会
・「車による支援」をサービスに取込んだ。2021年12月には更にメンバー４人が養成研修を受講

実施
方法

支援の内容 【庭仕事】 庭の手入れ、雑草取り、花壇の水まき、簡単な剪定など【大工仕事】簡単な
大工仕事、通販購入品の組立、電球交換など 【 家事 】ゴミ出し、洗濯、調理、買い物、洋服の直し
など 【 ちょっとした力仕事 】 雪かき、犬の散歩、廃品の移動、身辺整理など 【移動支援】病院、買
い物等の車による付添・同行 【その他】 湿布薬張り、話し相手、刃物研ぎ、子育て支援など
活動地域：成瀬１~３丁目、成瀬台1~２丁目、西成瀬(約4,500戸)
サポーターズ（支援する人）：46名（2022.1月現在）
利用料金：お助けたい１人30分500円 (80%をサポーターズに還元、
ガソリン代実費は会から支給）

連携 賛助会員(賛同して賛助金を出している地域の会社、店舗)：46社
後援：町田市南第３高齢者支援センター
町田市社会福祉協議会 成瀬中央シニアクラブ

「成瀬お助けたい」 代表 玉木 徹氏作成資料から

【個別に】 生活支援と一体的に支援 「成瀬お助けたい」 東京都 町田市

形態:生活支援 車両＆運転＆付添:ボランティア 許可・登録不要 互助
活動
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町田市 移動を含む支え合いの地域づくり（住民＆SC生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ＆市）３

2021年 2022年

住民や自治会等 【2月】忠生第1高齢者支援セン
ター＆SCの働きかけにより2法人が
買物支援の検討
【10月】★武蔵岡アパート・大戸
地区が法人2社と買物支援の検討
開始→【12月～】試行運行中
【10月】丸山団地「交通委員会」
発足

【2月】弥生ヶ丘地区が自前で移動支援勉強会開催
【2月】相原地区社協が移動支援勉強会開催
★相原地区試験運行/生活支援と一体型/本格運行未定
【3月】★忠生地区「かしのみ号」試行運行→【5月】本格運
行/買物支援/毎週(水)2台
【3月】高ヶ坂・成瀬地区協議会が 地域の外出を考える公
開講座開催
【7月】★丸山団地と3社、買物支援試験運行開始:毎週
(金)買物先は週ごとに2コース

高齢者支援セン
ター（SC)

社会福祉協議会

【3月】地域支えあい型ドライバー養成研修開催/相原地区
【9月】地域支えあい型ドライバー養成研修開催/全域高齢者福祉課

【12月】地域支えあい型ドライバー
養成研修開催

補助金等

【1月】生活支援事業補助金実施の手引き発行 → 【3月末】生
活支援団体による生活支援事業補助金交付要綱改正～2025
年3月末 →【7月】支え合い交通事業補助金交付要綱～2025
年3月末、同補助金の手引き発行（交通事業推進課）

23
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老人会と連携 小澤会長

老人会が管理する かしのみ公園

・毎週(水) 2台で
実施.運転も法人
・登録者をLineで
つないだ(参加確
認.交流.安否確
認の場にもなった)

2022.4.6 撮影 この日の参加者13人

お買い物バス かしのみ号（ 町田市 忠生地区）

忠生地区協議会ホームページから

形態:買物支援 車両＆運転:社会福祉法人 運行主体:老人会 許可・登録不要



■ なぜ 移動支援＆なぜ 地域づくりなのか

■ 【事例】町田市の協働 見取り図

■ 法制度について（登録が必要な運送 登録が不要な運送）

■ 事故について 事故と保険

25



生活交通
福祉交通

一般乗合許可
（４条）

・路線バス等
・デマンド型(予約)・乗合タクシー

一般乗用許可
（４条）

・一般タクシー
・福祉(車両)タクシー
・福祉限定タクシー

自家用有償旅客
運送(78.79条)
2006年創設

・訪問介護員による有償運送
（４条ぶら下がり）

・交通空白地有償運送
・福祉有償運送

26

登
録

許
可

道路運送法による 許可や登録が必要な運送



交通空白地有償運送 福祉有償運送

協議の場 地域公共交通会議や運営協議会などで、①運送の必要性 ②運送の対価(運賃) ③運送の区域
について協議が調うことが必要

運送の区域 出発地または目的地は協議が調った区域内にあること

運送の主体 ○市町村 〇非営利法人（NPO法人、社会福祉法人、医療法人、一般社団法人、一般財団法
人、認可地縁団体、農業協同組合、消費生活協同組合、商工会議所、商工会、労働者協同組
合） 〇法人格がない町内会など地縁団体

運送の対価 実費の範囲内、営利と認められない範囲。福祉有償運送は、タクシーの上限運賃（時間制または距
離制）の概ね1/2を目安。運賃のほかに、乗降介助料、待機料、付添料、運行回送料など運賃以
外の対価も設定可能

対象者 ○当該地域内の住民と観光客
＊利用者登録は不要

○単独で移動が困難な人、その付添人
イ) 身体障害者 ロ) 精神障害者 ハ) 知的障害者 ニ) 
要介護認定者 ホ) 要支援認定者 ヘ) 基本チェックリス
ト該当者 ト) その他の障害を有する者
※要利用者登録

運転者 ○二種免許もしくは 一種＋国土交通大臣認定講習受講

運行管理 ○体制を整備 運行管理の責任者を選任 ○運行管理の責任者が受講する講習：使用車両5台
以上20台未満は１人、20台以上40台未満は２人、２年に１回 NASVA(自動車事故対策機
構)等が実施する「一般講習」 を受講（2022年10月から） 27



福祉有償運送 【事例】 神奈川県大和市 「NPO法人 ﾜｰｶｰｽﾞ・ｺﾚｸﾃｨﾌﾞケアびーくる」

28
https://care-vehicle.org/ 動画YouTubeあり

活動メンバー29人。うち運転者20人(男女比半々)
40歳代1人、50代4人、60代5人、70代前半10人

登
録

福祉車のほか
運転者の持込車
(使用権原)14
台を使用

姉妹でお出かけをサポート



生活交通
福祉交通

一般乗合許可
（４条）

・路線バス等
・デマンド型(予約)・乗合タクシー

一般乗用許可
（４条）

・一般タクシー
・福祉(車両)タクシー
・福祉限定タクシー

自家用有償旅客
運送(78.79条)
2006年創設

・訪問介護員による有償運送
（４条ぶら下がり）

・交通空白地有償運送
・福祉有償運送

許可・登録不要の互助活動
道路運送法の枠外 (通達による)2006年～

29

互助
活動

登
録

許
可

道路運送法による 許可や登録が不要な運送



国土交通省 「高齢者の移動手段を確保するための制度・事業モデル パンフレット」
令和４年３月改定 https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/content/001474492.pdf

互助
活動

通達「道路運送法における許可又は登録を要しない運送の態様について」

30



国土交通省 通達

「道路運送法における許可又は登録を要しない運送の態様について」から 互助
活動国土交通省 「高齢者の移動手段を確保

するための制度・事業モデル パンフレット」
2022年３月

31

(1)-１ 利用者からの給付が 好意に対する
自発的な任意の謝礼と認められる場合

乗せてもらった人（利用者）が、あくまでも自
発的に謝礼の趣旨でお金を差し出した場合

①偶発的なケース

②日頃からの感謝の気持ちとして

任意に金銭等の支払いが行われた場合」

③利用者がガソリン代実費を払う際に「釣り銭
の返却を求めず、運転者に受け取るよう申し
出て、運転者が受け取った場合」

ただし、料金表や金額が明記されたパンフレット
等がある場合は「自発的に」とはならない



（3）利用者負担が 実際の運行に要した

ガソリン代、道路通行料、駐車料金のみの

場合は登録等は不要 「実際の運行に要したガソリ

ン代」＝乗車中はもとより運転者の車庫等からの迎車及び

終了後の車庫等までを含む

ガソリン代の算出方法2事例

①走行距離÷燃費×1ℓあたりのガソリン価格

②市町村の実証実験の結果にもとづき1㎞あ

たりのガソリン代を算出（定期的に実情との

乖離がないか確認し、乖離があれば見直し）

特定費用

国土交通省 通達

「道路運送法における許可又は登録を要しない運送の態様について」から 互助
活動

実証実験でなく
ても合理的な説
明ができれば可

(旅客課長)

国土交通省 「高齢者の移動手段を確保
するための制度・事業モデル パンフレット」
2022年３月
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(1)-２ 地域づくりの一環と
して、利用する・しないに関わ
らず 会費等が一律の場合

• 自治会・町内会やNPO等が運
行の主体となって送迎を行い、
乗る人も乗らない人も一丸となっ
て運行を支えるために、運行に
必要な経費を広く自治会費や
会費で賄う場合

• ただし、運賃表を定めていたり、
会費やカンパ等として集めてい
るものが運賃に相当する場合
等は該当しない

国土交通省 通達

「道路運送法における許可又は登録を要しない運送の態様について」から 互助
活動

国土交通省 「高齢者の移動手段を確保
するための制度・事業モデル パンフレット」
2022年３月
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国土交通省

「道路運送法における許可又は登録を要しない運送の態様について」から

(4) -1 利用者負担がゼロの場合

• 市町村の事業として、市町村の保有車
両で実施され、利用者からは一切の負
担を求めない場合

• ただし、介護保険制度の訪問介護による居宅介護で
送迎を行い、公的な給付が適用される場合は、利用者
の負担を求めなくても完全無償とは認められない

互助
活動

＜令和2年３月末改正＞介護保険制
度にもとづくボランティアポイントは、換金性
があっても運送の対価とはみなさない

＜令和2年３月末改正＞登録等不要
の形態で行う団体所有の車両に対して、
自治体が購入費や自動車保険料を含む
維持管理経費の全部又は一部を補助し
ても登録等は不要
★自治体からの規制改革要望は「利用者から保険
料を収受する」だったが、緩和されなかった。自治体
からの保険料補助を追加・明記

国土交通省 「高齢者の移動手段を確保
するための制度・事業モデル パンフレット」
2022年３月
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(4) -2 「自家輸送」の場合

• デイサービスや授産施設、障がい者の

地域作業所、各種サロン等を運営す

る者が施設の利用を目的として送迎に

かかるコストを別途求めない場合も登

録等は不要。ホテルや旅館、ゴルフ場

の送迎等もこれに該当

・ ただし、送迎を利用する人と利用しない

人とで、サービス内容や利用料に差をつける

場合は、送迎が１つの独立したサービスと

みなされ、自家輸送と認められない。また、

病院などの運営主体から委託を受けて送

迎を行い、送迎に係る費用の全額を委託

者や第三者が負担している場合は、登録

等が必要

国土交通省 通達

「道路運送法における許可又は登録を要しない運送の態様について」から

国土交通省 「高齢者の移動手段を確保
するための制度・事業モデル パンフレット」
2022年３月

35

互助
活動



国土交通省 通達

「道路運送法における許可又は登録を要しない運送の態様について」から

(4)-4 利用者の所有車両で
送迎を行う場合

運転を任されただけなので、報
酬が支払われても登録や許可
は不要

互助
活動

その他利用者負担可能
＜仲介手数料＞
アプリを使うサービス（電話受付やサービ
ス調整も該当＝国交省見解）
ただし運転者に還流しない仕組みにする

国土交通省 「高齢者の移動手段を確保
するための制度・事業モデル パンフレット」
2022年３月
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(4)-3 子供の預かりや家事・身
辺援助の提供が中心となるサー
ビスを提供するものであって、運送
に対する固有の対価(ガソリン代)
の負担を求めない場合

国土交通省 通達

「道路運送法における許可又は登録を要しない運送の態様について」から
互助
活動

つまり、草とりや掃除などのサービス
と、車両を使うサービスがすべて一
律の料金体系となっていて、車を
使う場合も別料金の設定がない
（ガソリン代実費はもらえない）

国交省旅客課：乗車中も時間にカウントして
良いという判断を地方運輸局に連絡
2021.11.02 37

国土交通省 「高齢者の移動手段を確保
するための制度・事業モデル パンフレット」
2022年３月

事例のスライド
25～28



許可・登録を要しない運送で行うとき まとめ

• 自発的な謝金や寄付

• ガソリン代実費・道路通行
料・有料駐車場代

• 付添にかかわる人件費

・運転行為は× 買物中の見守り〇

・2人体制の付添は〇

・生活支援と同じ料金体系に
よる支援

※この場合ガソリン代実費の収受は×

・利用調整に係る人件費

・(保険に係る費用は×）

利用者から団体が収受できる
もの

• 補助金の拠出

• 介護予防ボランティアポ
イントの付与

• 車両の提供（リース料を
含む）

• 維持費（自動車税、車
検、駐車場代等）

• 自動車保険など各種保
険料

自治体が団体や
ボランティアに支援できること

団体が運転ボランティ
アに供与できるもの

• 人件費（運転役務
等に係る報酬を含
む）

• ガソリン代実費

• 車両提供に係る費
用

（自動車保険料等）

国土交通省「高齢者の移動手段を確
保するための制度・事業モデルパンフレッ
ト」 2022年3月改定版から作成
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許可登録不要モデル F（会費や施設利用料で運営、自治体からの補助金なし）

許可登録不要モデル E（訪問型サービスＢ又はＤとして 実施する送迎、運送主体は様々）

許可登録不要モデル D（利用者負担あり、自治体からの補助金なし、運用主体は様々）

許可登録不要モデル C（利用者負担あり、 自治体からの補助金あり、運送主体は様々）

許可登録不要モデル B（市町村が実施）

許可登録不要モデル A（NPO や社会福祉法人、自治会が実施）
国土交通省 「高齢者の移動手段を確保す
るための制度・事業モデル パンフレット」

2022年３月
改定の大きなポイント
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令和3年3月「介護予防・日常生活支援総合事業等に基づく移動支援サービスの創設に関する調査研究事業」報告書
から(p76) 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（厚生労働省「老人保健健康増進等事業」）⑱～㉔の説明は次シート

類型①
訪問Dケース1

類型②訪問Dケース２
通所や一般介護サロン

類型③通所B
類型④
訪問B

通院等をする場合にお
ける送迎前後の付き

添い支援⑱

通所型サービス・通いの
場の運営主体と別の主
体による送迎⑲

通所型サービス・通いの
場の運営主体と同一の
主体による送迎

生活援助等と一体
的に提供される送迎

⑳

直
接
経
費

ボランティア奨励金 〇㉑ 〇㉒ 〇 〇

ガソリン代等実費 × 〇 〇 〇

自動車保険の保険料㉓ × 〇 〇 〇

活動用の保険の保険料㉔ 〇 〇 〇 〇

車両維持・購入費 × 〇 〇 〇

間
接
経
費

コーディネーター人件費 〇 〇 〇 〇

家賃・通信費等 〇 〇 〇 〇

総合事業等における補助金の対象経費

40

㉑ 道路運送法の許可・登録の有無によらず、送迎前後の付き添い支援を対象とした奨励金のみ可 ㉒ 道路運送法の許可・登録を受けている場合は、
送迎前後の付き添い支援のみでなくボランティア運転者の送迎を対象とした奨励金を補助することが可能。



● 保健福祉事業＜静岡県島田市＞

・新規事業 令和3年度から ※継続的な事

業として実施

・事業対象者：保健福祉事業の対象者(高

齢者(要介護認定者・総合事業対象者含む))

・総事業費：85万3千円(推進交付金)

・事業内容：住民主体の団体に対する運営

費の補助、運転ボランティア養成研修の開催

・令和4年度評価指標分野：Ⅱ(6)生活支援

体制の整備 41

インセンティブ交付金(保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金)の

活用・充当

ボランティア活動は支援したい。だが「従前どお
り(みなし)」のサービスで総合事業の予算は
手一杯。とても総合事業では補助できない

総合事業の対象者は主として要支援者や事
業対象者。1/2以上ルールがあるが、総合事
業での補助はボランティアや地域の思いに
フィットしない

市町村
の声

● 地域支援事業(生活支援体制整備事業)

＜奈良県御所市＞

・新規事業 令和3年度から※継続的な事業

として実施

・事業対象者：住民

・総事業費：50万円(推進交付金10万円)

・事業内容：移動付添ボランティア人材育成

講座の開催

・令和4年度評価指標分野：Ⅱ(6)生活支

援体制の整備

● 保健福祉事業＜島根県松江市＞

・新規事業 令和3年度から ※継続的な事業として

実施

・事業対象者：町内会や社協及びその組織内の団

体で、構成員が65歳以上を含む3人以上であること

・総事業費：35万円(推進交付金)

・事業内容：保険料、消耗品費、利用調整人件費

・令和4年度評価指標分野：Ⅱ(2)包括・地域ケア

会議 (5)介護予防/日常生活支援 (6)生活支援

体制の整備



情報 【補助金の扱いについて】

近畿厚生局主催「市町村セミナー」の事後質問から
令和４年11月8日

【質問】
河崎氏の基調講演のスライド47ページの中で
・団体が運転ボランティアに供与できるもの＝人件費
（運転役務報酬）
・自治体が団体やボランティアに支援できるもの＝補助
金の拠出 とあるが、
自治体が団体やボランティアへ拠出した補助金が事実
上、団体が運転ボランティアに供与する人件費に還流
する可能性が想定されるが、問題ないか？
自治体が人件費ではない補助金（車両維持管理や付
き添い費など）として拠出しても、団体が運転ボランティア
に供与する人件費の資金源になったりすることも考えられ
る。

また、2022年3月に「団体が運転ボランティアに人件
費を供与できることになった」との説明があったが、 国か
らの通知や何かで明文化されている資料などはあるか。

42

【回答】 近畿運輸局（旅客第1課:大石信太郎係長）
・自治体が人件費ではない補助金として拠出した金銭が、団体が
運転ボランティアに供与する人件費の資金源となった場合について
は、運転者人件費と特定した補助金にはあたらないため、許可
等は要しないものと扱われます。（運転者への運転行為に使途
を特定した補助金は不可と解しています。）
・自治体からの補助金の有無にかかわらず「団体が運転ボランティ
アに人件費を供与することについては、従来から特段禁止されて
いたものではないが、
「高齢者の移動手段を確保するための制度・事業モデルパンフレッ
ト（国交省）」
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk3_000012.html）

が2022年3月に改正され、可能である旨が明確化された。
具体的には、本パンフレットp24に「運送主体であるNPO等は運
転者に対して運転役務に対する報酬を支払うことができます。」と
の記載がされた。
・なお、同p24では、1点目のお尋ねの回答に関連する改正
（「運転者への報酬といった運転する行為への人件費については
補助できない」との趣旨の明確化）も同時に行われたところなので、
参考にお知らせします。以上となります。

※国会でも吉井章議員（京都選出）の質問に同様な回答を堀
内自動車局長が行っている。令和４年10月27日
https://www.youtube.com/watch?v=0neIUFuI24s

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk3_000012.html


■ なぜ 移動支援＆なぜ 地域づくりなのか

■ 【事例】町田市の協働 見取り図

■ 法制度について（登録が必要な運送 登録が不要な運送）

■ 事故について 事故と保険
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事故は、起こらないようにすることが基本
（リスクマネジメントが重要）

①運転者講習の受講

運転免許を取得してウン十年。知らず知
らずに身に付いた自分の運転のクセを、
互助活動を始める前に知る。修正する

②互助活動による大きな事故は もともと
少ない→(タクシーと異なり)行先が限定
されている：通いの場、スーパー、病院等
の反復

③自分たちのルールで地域を限定

事例)新潟県燕市「地域の茶の間」送迎

※家族や友人を乗せて運転したことはある。互助
活動なので、気持ちの持ち方は同じ

・ 福祉有償運送(登録制度)の運転者は、①二種免
許保有者または ②上記 大臣認定講習受講が必要。
座学＆実技。「認定講習修了証」が授与される

国土交通大臣認定 運転者講習

団体名 高齢者の閉じこもり予防や自立支援に関する主な活動

サービス内容 運動 レク 送迎の有無
と範囲

開設日時 利用者負担等

学校町みんな
の茶の間

〇 〇 〇
(町内)

水・金
10-15時

無料
第2水は食事会

ねっとわーく
エプロン

〇 〇 〇
(地区内)

月～金
10-15時

お茶代100円

ほっとくらぶ 〇 〇 〇
(町内)

火・金
9-12時

下粟生津地区100
円 その他200円

みんなの場所 〇 〇 〇
(地区内）

火・木・金
10-15時

お茶代100円

吉田ふれ愛サ
ロン「なかま」

〇 〇 〇
(校区内)

木
10-13時

参加費100円

安全運転講習

・ 大臣認定講習のうち、互助活動に必要な部分をコ
ンパクトに抜粋した講習。座学＆実技。「安全運転
講習修了証」が授与される

★利用者や、（同居・別居を問わず）家族にも
活動の主旨を理解して利用してもらうことが重要
利用申込書の事例 44



【利用登録(または入会)申込書】（事例）

この活動は、お互いさまの支え合いの地域をつくるために行われています。

事故は起きないよう努力していますが、万がいち事故が発生した際は、契約している保険の範囲
内で補償します。合意いただける場合は、利用登録（または入会）してください。

貴会の活動趣旨に賛同したので、利用の登録（または入会）をします。事故の際の補償につい
ても了解しました。 令和 年 月 日

お名前（ご本人） お名前（ご家族）

電話番号（ご家族） 電話番号（ご家族）

生年月日 昭和 年 月 日

ご住所

緊急時連絡先（お名前、電話番号、続柄）

＜個人情報の取扱いについて＞

・ご記入いただいた個人情報は、支援
活動を行う 際に利用します。

・上記の目的以外で使用したり、あらか
じめご本人の同意なく第三者に提供し
たりすることはありません。

〇〇の会

実施要綱・規約等も必要。
利用申込書に活動趣旨
や事故のさいの補償につ
いて記載しておくこともリス
クマネジメントの1つ
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対人賠償責任保険

自動車保険の仕組み
対人賠償保険のみ

ケガ治療関係費、文書料、休業損害、慰謝
料 最高120万円／死亡保障 3000万円

対物賠償責任保険

人身傷害保険
(搭乗者傷害保険)

総合補償と呼ばれる商品は、この3つの保険が組み合わさっていることが多い
※このほかに「車両保険」なども付けることができる

●自賠責保険(強制保険)

46

他人を乗せるとき特別な保険は必要ない
（全国移動ネットで国内損保会社は確認済.海外資本は調査中）

任意保険は掛けるのが常識！

事故への備えと保険（自動車保険と活動保険）

●任意保険 重要

＜対人賠償＞(家族以外の)第三者に傷害を与えた場合、傷害の程度
に応じて(自賠責とあわせ)保険金が支払われる
同乗している利用者＝第三者
＜人身傷害＞責任割合にかかわらず、運転者と同乗者の傷害に対して
実際の損害額に応じた保険が支払われる（cf.搭乗者傷害は一定額）

・ 事故は、起きないようにするが、起きてしまったときは（通常の事故と同様に）保険会社に任せる

下記の場合は、「日常・レジャー用」から「業務用」に切り替えたほうがよい ※掛金は5,000円前後高くなる
・移動サービスを行う団体の所有車で、かつ年平均して1か月に15日以上を移動サービスに使う場合
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●保険契約者：移動
支援の実施団体（法
人格は不問）
●対象となる自動車：
①登録ドライバーもしく
は家族名義の車両
②社会福祉法人等か
ら無償で借り受ける車
両
●損保ジャパンの商品
は、車両保険ありの場
合、人身傷害を付加
（2021年1月から）

※契約に含まれていない
各種特約については、持
込車両の（本来の）自
動車保険を併用すること
が必要になる場合もある

活動時だけ掛けて 事故を補償する保険
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基本補償／特約
①基本プラン

（車両／人傷あり）

②ライトプラン
（車両／人傷な

し）

対人賠償責任保険 保険金額：無制限 保険金額：無制限

対物賠償責任保険
保険金額：無制限
（自己負担額なし）

保険金額：無制限
（自己負担額な

し）

対物全損時修理差額費用特
約

○ ○

人身傷害特約 保険金額：3,000万円 ×

自損事故傷害特約 × ※人身傷害特約に包含して補償します。 ○

車両保険

保険金額 50万円 100万円 200万円 300万円

×

自己負担額 0万円 3万円 0万円 3万円 0万円 3万円 0万円 3万円

保険料
（1台・稼働日1日あたり）

1,150
円

1,100
円

1,300
円

1,250
円

1,450
円

1,400
円

1,600
円

1,550
円

400円

（注）上記以外の補償は自動車を所有する登録ドライバーが加入している自動車保険を使うことになります。

保険会社から十分な聴き取りをしてシミュレーションしてください。
車両保険付の場合、掛金が膨大になることも。車両保険なしプ
ランの場合、本来の保険と併用せざるを得なかった結果 等級が
ダウンすることもある。専用保険をかけずに、自治会や団体等が、
車両提供者の掛金up分を支援している事例もある
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ボランティア
自宅発

⇔ 送迎車にボラン
ティア乗車中

⇔ 送迎車に利
用者乗車中

⇔ 買い物やサ
ロンに参加
中

自動車保険 ● ●

ボランティア活動保
険（無償ボラ）

● ● ● ● ●

ボランティア行事用
保険（Aプラン）

● ● ●

送迎サービス補償
（Aプラン）

● ● ● ●

送迎サービス補償
（Bプラン）

● ●

福祉サービス総合補
償（有償ボラ）

● ● ※傷害保険のみ
●

● ※傷害保険
のみ●

● ●

ボランティアと利用者に切れ目のない補償が行われるよう
保険をかける（乗車中の事故より降車後の事故のほうが多い）
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保険会社 全国社会福祉協議会(損害保険ジャパン)

加入プラン Ｃプラン

補償の内容 活動中のケガ

保険金

通院日額5,000円、入院日額8,000円

活動中の死亡 1,080万円

対人・対物の賠償 ５億円(期間中限度額)

保険料 活動従事者全員の年間延活動日数×43円 (たすけ合いの会で負担⇒市が補助)

その他 自動車による事故も対象。ただし、対人・対物事故の賠償責任については対象外。

１．福祉サービス総合補償(サポーターの活動中のケガ等を補償)

２．送迎サービス補償(利用会員の付添支援の乗車中等のケガ等を補償)

保険会社 全国社会福祉協議会(損害保険ジャパン)

加入プラン Aプラン（利用者特定方式）

補償の内容 乗車中・サービス実施
者管理下のケガ 保険金

通院日額 2,200円 入院日額 3,400円

上記の死亡 345.2万円

保険料 利用者１名×１日20円×利用日数 (たすけ合いの会で負担⇒市が補助)

旭ヶ丘地区生活たすけ合いの会が加入する保険参考
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補償内容 車両保険ありプラン 車両保険なしプラン

対人賠償責任保険 無制限
免責金額なし

（自己負担なし）

無制限
免責金額なし

（自己負担なし）

無制限
免責金額なし

（自己負担なし）対物賠償責任保険

自損事故傷害特約 ● ● ●

対物超過修理費用
補償特約 ● ● ●

車両保険
（保険金額300万円）

●
免責金額なし

（自己負担なし）

●
免責金額

（自己負担額）3万円

－

概算保険料(1台・稼働日
1日あたり）

1,210円 1,150円 400円

保険料
車両保険プランなし、対象台数3台、稼働日100日の場合
400円×3台×100日=年間保険料 120,000円

(たすけ合いの会で負担⇒市が補助)

３．移動サービス専用自動車保険(プラザ車（公用車）・自家用車の事故を補償)

※サポーターの自家用車の任意保険を使わずに補償

保険会社：東京海上日動火災保険

10万円以下の
修繕の場合は
会から負担
⇒市で補助
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2023/2/15 静岡県 令和４年度移動サービス事例報告会 資料

ダイヤランド暮らしの応援隊 代表 郷千惠子／社会福祉法人函南町社会福祉協議会

地域で自分らしく暮らしたい！
～ ダイヤランド暮らしの応援隊 活動報告 ～



別荘地を含む
山間地エリア
（約3,000人）

約９％

人口が集中するエリア
（約30,000人）約80％

函南町の地域性を見てみよう

全体の人口
37,042人

（2022年12月末）

高齢化率32.35％

②ダイヤ
ランド

③パサディナ

④桑原 ④奴田場

①かんなみおでかけサポート（町全域対象）



函南町の公共交通機関

事業者・路線交通機関

鉄道 JR（函南駅）伊豆箱根鉄道（仁田駅）

路線バス 伊豆箱根バス（函南駅～畑毛温泉、大場駅～函南駅）

ダイヤランド南箱根巡回バス自主運行バス

タクシー

自主運行タクシー

函南タクシー、風、伊豆箱根鉄道

丹那区自主運行タクシー

福祉有償運送 NPO法人シーディーシー

函南中学校

伊豆函南病院及び伊豆平和病院

湯~トピアかんなみ

その他送迎バス



移動のしくみを活用できない、多様な要因を抱えた人がいる

認知症の方 足腰が不安情報に触れていない
主たる介護者のため
時間に余裕がない 移動経費の負担感

予定を忘れて
相手を怒らせた

他の人より
動きが遅い

知らなかった
ことで孤立した

被介護者を残して
外出するのは心配

必要最低限の
外出でガマン

おでかけを諦めがちな方 … 外出へのハードルが上がる経験をされていることも多い

おでかけとネガティブな経験が結び付く … おでかけする気力の低下にもつながる

何故移動支援に取り組むの？
→ 一人ひとりの

地域での自立した
暮らしを継続するため

移動の仕組みはあれど…
例えば「予定を忘れる」

「支度ができない」
その方は閉じこもっていればいいの？



■生活支援体制整備事業（SC事業）による仕掛けから生まれた取組み

①かんなみおでかけサポート（訪問D、通所B）

居場所に参加することで、自立した暮らしを継続しよう

②ダイヤランド暮らしの応援隊（訪問B）

生活支援と一体的に、暮らしの足を確保していこう

■住民自身の課題意識による自治会をベースにした取組み

③パサディナ区による福祉自動車「パサディナ号」の運行
自治会の事業として、区内住民運営の移動支援

④行政による移動支援「くわ里号」･「ぬたタク」
SC事業の住民勉強会がもとに：デマンドタクシー試験運行の実施

函南町で、自分らしく暮らすための「移動」

今日の
主役♥



これまでの検討テーマ
①地域の見守り支援体制 ②移動支援
③人財活用(2019～) ④住民･専門職の意識変容(2021～)

⑤複合課題を抱える世帯への支援(2021～)

住民（ボランティア活動者、民生委員、当事者）
配食サービス事業者、コンビニエンスストア、ガス事業者、新聞配達事業者、
障害福祉サービス事業者、警察、消防、郵便局、社会福祉法人（特養）、
宅建協会、ハローワーク、シルバー人材センター、ジョブステーション
行政（福祉課、企画財政課:ｺﾐｭﾆﾃｨ担当、総務課:公共交通担当）
地域包括支援センター、社会福祉協議会、ＳＣ 等々

テーマごと、参加メンバーは入替制（下線は常に参加）

ｐ

協議体（名称:地域の支えあい協議会）ｐ
ｐ



ｐ

困りごとの当事者も
参加します。ｐ

ｐ

玄関前が階段…
買物に行った後
重くて持って
帰れない。

近所の人が
タクシーで買い物

に行ってる。
言ってくれれば

乗せていくのに。

介護認定が
非該当になって

ヘルパーが
使えない。

(住民)
傍観しない！
そこが肝！
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「社会参加」は「運動」や「栄養」と同じく、健康長寿に効果があります

函
南
町
は
、
介
護
予
防
と
支
え
合
い

の
拠
点
と
な
る
、
住
民
が
運
営
す
る

「
居
場
所
」
を
増
や
し
、
社
会
参
加

を
促
進
す
る
こ
と
に
力
を
入
れ
て
い

ま
す
。

※ 函南町役場厚生部福祉課資料（2020/2/5）



■生活支援体制整備事業（SC事業）による仕掛けから生まれた取組み

①かんなみおでかけサポート（訪問D、通所B）

居場所に参加することで、自立した暮らしを継続しよう

②ダイヤランド暮らしの応援隊（訪問B）

生活支援と一体的に、暮らしの足を確保していこう

■住民自身の課題意識による自治会をベースにした取組み

③パサディナ区による福祉自動車「パサディナ号」の運行
自治会の事業として、区内住民運営の移動支援

④行政による移動支援「くわ里号」･「ぬたタク」
SC事業の住民勉強会がもとに：デマンドタクシー試験運行の実施

函南町で、自分らしく暮らすための「移動」

最初の
移動支援は
ここから



運営費
町総合事業による補助金
共同募金配分金
県社協助成金等を活用

選択肢のひとつ

買い物に行こう！

毎日の食料雑貨の
買い物にお困りの方向け
に運行調整

希望者は居場所から
スーパーへ
お買い物後は、
再度居場所へ戻り合流

かんなみおでかけサポートのしくみ（月～金運行/1台で運行中：2023年1月時点）

使用する車両:社協車両

①社協職員との情報共有･点検や
消毒後の出発

②利用会員の
乗車場所をまわる

（帰）

（行）

＊町総合事業補助対象（自宅⇔居場所）

必ず運転・同乗ボラ２名体制で運行
(目的：安全に運行いただくため)

ボランティアの役割
運転ボラ：車両の運転担当
同乗ボラ：

バックの際の安全確認
利用会員の対応等

（踏み台設置･荷物持ち等）
【共通】居場所での参加支援
→謝礼200円/回は↑に対するもの

社協の役割
会員登録、運行調整（送迎時間
調整、ボラ活動シフト作成等）
ボラ養成、フォローアップ研修
ボラ連絡会の開催等

③居場所に参加！

活動概要
高齢者等の居場所への参加を
移動の面でサポートすること
で、地域での自立した暮らし
の継続を目的とした
住民による会員制･有償の
支えあい活動

各曜日ごと利用会員を居場所
（２ヶ所）へ送迎
居場所では、体操をしたり
お茶をのんだり…

自分のしたいことを選択する

移動に対する料金は無料



ＳＣ事業関連の
ボランティア



ＳＣ事業で養成されたボランティア

介護予防ボランティア（体操トレーナー）平成28年度～

地域の居場所に出向いて体操を一緒に行う

生活支援ボランティア（暮らしの困りごと対応）

平成30年7月～

名称：かんなみ暮らしの応援隊
住民参加型在宅福祉サービスとして活動

運転ボランティア（居場所送迎） 平成30年10月～

名称：かんなみおでかけサポート
総合事業関連事業として誕生



いろんな人が活動中です。

元社協局長

元民生委員

ちなみにどちらもダイヤランド



ダイヤランドまで他の地域の方が
ボランティアするために
わざわざ来てくださってるの？💦

生活支援ボランティア（暮らしの困りごと）

・活動内容 住民参加による在宅福祉サービス（草取り等）

・活動費 活動報告書添付のチケット代を年に１回清算

・利用料 1時間300円（10分単位利用可）

・名 称 かんなみ暮らしの応援隊

・対象地域 函南町全域

驚き



ダイヤランド暮らしの応援隊

発起人
現役の民生委員児童委員

郷 千恵子さん

ことの起こりは2019年度…

民生委員としての気付き
「ちょっとした暮らしの困りごと」に触れる日々

ゴミ出しに困っている
庭の草取りも一人では大変になってきたなど

×

住民として体感している 地域性
山間地に別荘地として開発された地域

生活支援コーディネーターへの相談につながる



【2019年 8月】区長や民生委員の方を対象としたWS開催
郷民生委員が参加
「地域の支えあい勉強会で、仲間づくりをはじめましょう」
＊別荘地ならではの住民組織「区民の会」･「サービスセンター」との
連携協働を意識して始める

【2019年 11月】生活支援ボランティア
養成講座

郷民生委員がまずは参加し、取組みをまなぶ

【郷民生委員 発案 & 関係者との交渉 & 実行！】
区内の住民向けアンケートを実施

必要な事ならば
必ず賛同して
助けてくださる方が
現れる！



【2020年 4月】
「かんなみ暮らしの応援隊」の

（対象範囲：町全体）

協力会員としてまずは活動スタート

【2020年 1月】初めての地域の支えあい勉強会

区民向けアンケートの結果
「協力したい」という気持ちのある方が集合

＜最初から一貫して話し続けていること＞
どのようなことなら、ムリなく始められるか？
ダイヤランドでは何が必要とされているか？



【2020年 7月】ダイヤランド向け
生活支援ボランティア養成講座

実践から見えてきたこと

まなびと並行して
勉強会による検討、そして実践。

通院や買い物のアシに
関する要望が多いのに、
どうしたらいいのかな…

気付き



＜最初から一貫して話し続けていること＞
どのようなことなら、ムリなく始められるか？

ダイヤランドでは何が必要とされているか？

【2021年 11月】運転ボランティア養成講座の受講
移動支援はリスクもあってハードルも
高いし…とりあえず知識を得てみよう
というノリで参加から火が付いた！

2022年 ４月予定の
団体自主運営化に併せて
移動支援にも
取り組めばいいじゃない！



2022年 ４月スタート！に向けた準備…

■規約・要綱作成…チェックは全国移動ネットさんにもご協力いただく

■チラシ・チケット作成…地元在住のプロが趣旨に賛同してくださり
無償でデザインを担当

■資金の準備…さわやか福祉財団に助成金を申請

■受付用電話回線の用意…個人でモバイル契約し専用回線とした

■銀行口座の開設…活動の収支は専用口座で管理

■車用のマグネットステッカー、ユニフォーム（ジャンパー・ベスト）を作成



2022年 ４月スタート！に協力者もたくさん

■全国移動ネット：川崎先生（折々で助言やご指導をいただいている）

■地元在住のプロの方：無償でデザインを担当

■ダイヤランドサービスセンター（管理会社）：会議室の無料使用許可

■ダイヤランド区民の会：コピー代の負担、賛助金

■サービスセンターの生活支援室や民生委員：利用会員の紹介

多機関、関係者との協働を大事に
ポイ
ント

協力会員の熱意と有能な事務局陣の運営力
強力な

エンジン



2022年 ４月スタート！
総合事業も活用→訪問B

やる気としくみがかみ合ってきた



2022年 ４月スタート！
心配していた事故リスクについて…

■車にステッカーを貼り、周囲に対する注意喚起

■協力会員には、事故の際に自身の責任で
任意保険を使用することを確認

■利用会員には協力会員が加入している
任意保険の補償範囲内での対応と
なることに同意いただく

乗る人、乗せる人がルールを
了承してから登録しています



コーディネーターとして感じたこと。

・やりたい気持ち × 具体的な動きの結びつき
「鉄は熱いうちに打て」
結果は問わず “相談したのに、何も動きがない”状態にはしない。

・熱い気持ちを支えてくれる仲間が必要
知恵や、手間など、支える方法はそれぞれ。
それが、家族としての理解と背中を押してくれる一言、ということも。

もともと仲間がいなくても、SCと一緒に考え、活動することで
他の人とのつながりが生まれる。

・一緒に活動することで信頼が得られる。まずはそこから。

やって違えば、
やめてもいいか…



ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の

皆
さ
ん
に
と
っ
て
も

社
会
参
加
の
ひ
と
つ
。

だ
か
ら

楽
し
む
こ
と
も
大
事
！



地域で自分らしく暮らすには？
～これからの暮らし方は、自分で考えていこう～

移動すること、が
目的ではなく
移動して何をしたいのか
自分で考える

一つの方法で暮らしを
支えるのではなく
移動もいろいろな方法を
組み合わせる視点

地域に・個人に適した
移動はなにか

かんなみおでかけサポート

ダイヤランド暮らしの応援隊

デマンドタクシー
くわ里号・ぬたタク

パサディナ号

電 車

路線バス
タクシー

福祉有償運送

個人への支援の必要性

みんなで守り育てる



無理を
しない！

これからも
ダイヤランド

暮らしの応援隊を
よろしく！

ご清聴ありがとうございました
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